


















The Current State of Human Rights Protection in the Mamoru Physically
Handicapped Persons Facilities



















































































手続き 調査 1 調査 2
1）調査対象 療護施設 231ヶ所（利用者男女各 1名） 療護施設 242ヶ所（施設長）　　　　　　　（注 1）













注 1：調査は「全療協便覧」に掲載されている施設を対象としたが、調査 1と調査 2では調査期間が異なるため調査 2に
は調査 1以降開設された施設が含まれている。
注 2：調査 1と調査 2はほぼ同内容であるが、調査期間が異なっている。
表 2　2004年調査









2）調査期間 2004年 1月 10日～ 2月 20日 2004年 1月 20日～ 2月 28日 2004年 1月 20日～ 2月 28日



















注 1：調査 1は、「平成 15年全国身体障害者施設協議会便覧（平成 15年 6月 1日付会員名簿）」に記載された療護施設





































































































した居住者は 1992年調査では 35.8％であり、2004年調査は 30.7％。2004年調査で 5ポ
イントであるが改善されている。また、「外出・外泊に手続きは必要か」という質問に「あ







































































地 域 交 流
地域の人々との交流が日常的にあるか 42.8％ 57.2％ 51.6％ 45.3％
訪問者と人目を気にせず、ゆっくり話せる場所はある
か
65.4％ 34.6％ 52.8％ 44.0％
見学者から利用者の生活やプライバシーを守る配慮が
あるか
79.0％ 21.0％ 67.3％ 29.6％
通　　　信 郵便物が了解なしに開封されることがある　★ 10.4％ 89.6％ 13.2％ 83.6％
外出・外泊
外出・外泊に制限や禁止があるか　★ 30.7％ 69.3％ 35.8％ 62.3％
外出・外泊にあたり、手続きはは必要か　★ 97.0％ 3.0％ 94.3％ 4.4％
職員、家族以外との外出・外泊はできるか 93.0％ 7.0％ 90.6％ 8.2％
盆や年末年始に帰省を要請されることはあるか　★ 21.6％ 78.4％ 48.4％ 48.4％
自 己 決 定
服装は自由か 98.7％ 1.3％ 94.3％ 2.5％
日用品の購入は自由にできるか 93.0％ 7.0％ 89.9％ 6.3％
男女交際は自由にできるか 85.4％ 14.6％ 23.3％ 69.2％
自慰行為やセックスについての配慮があるか 27.1％ 72.9％ 5.7％ 64.2％

































































































苦 情 解 決
苦情解決体制は整っているか 92.4％ 7.6％
第三者委員は周知されているか 76.4％ 23.6％
苦情解決体制は十分に利用されているか 53.3％ 46.7％
苦情解決体制を十分利用しているか 41.4％ 58.6％
苦情を申し出たことがあるか 53.5％ 46.5％
権利擁護にとって苦情解決体制は有効と思うか 80.2％ 19.8％
権利擁護にとって苦情解決体制は有効か 59.4％ 10.4％
サービス評価
サービス評価に利用者の声は反映されているか 52.0％ 48.0％
サービス評価の結果は公表されているか 30.6％ 69.5％
は「分からない」も含めると 6割（2004年調査）を占めた。長期間にわたりサービスを
受けている利用者と施設（職員）との間には「対等」な関係が築きにくいということのあ
らわれである。
　優位に立つ施設と居住者が「対等」になるということが果たしてあるだろうか。たとえ
「対等」になることはないにしろ、互いに近づけるための努力を惜しむべきではないだろう。
そのための課題をいくつか整理したい。
　第 1に、サービス提供者である施設と居住者が「対等」な関係を築いて行くためには、
両者が契約という行為を通して納得し、合意をいかに形成するかが重要である。そして、
その合意を形成するために高山由美子は、サービス提供者側である施設と居住者の「双方
が情報を共有することによって合意が可能となる」と述べている（10）。しかし、情報の多
くは施設側が持っているため、サービス提供過程において提供者側である施設の権限が大
きくなり、居住者は受身的な存在にならざるを得なくなる。
　施設側と居住者の関係を対等に近づけるためには、両者の情報量の格差を縮めることで
あり、施設側が居住者に対し、いかに情報提供と情報公開を積極的にするかが課題である。
また、提供・公開される情報は、居住者一人一人の状況に合わせ、居住者にとって分かり
やすいものでなければならないことはいうまでもないことである。
　第 2に、当事者組織としての自治会の存在である。1992年調査で「自治会は施設の運
営に参加しているか」との質問に、「参加している」が 61.5％であった。一方、2004年の
調査 2で「（居住者の）意見は、施設の運営・意思決定に反映されているか」との質問に、
「反映している」が 77.7％であった。自治会の要望、運動よって居住者の生活の向上が図
られ権利が守られてきたことは疑いようのない事実である。しかし、昨今自治会役員をは
じめとして、高齢化、後継者不足のため、自治会活動を休止せざるを得ない事態も見受け
られるようになってきた。支援費制度は自己決定を尊重し、利用者本位のサービスの提供
を基本に、サービス提供者側に利用者の選択に答えることができるようサービスの向上を
図ることを求めている。この支援費制度が標榜する趣旨を生かそうとするなら、施設が、
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いかに居住者の声に耳を傾けるかが問われるのではないだろうか。居住者の声を聴き、そ
の声をサービスに反映させるためのシステムを施設や居住者の実情に合わせて構築するこ
とである。もちろん、自治会活動の支援も忘れてはならない。
　第 3に、「社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針」
（2000年 6月 7日）で第三者委員の設置が明記された。サービス提供者側である施設側
と居住者との関係は必ずしも対等とはいえないが、こうした現状を打開するため第三者が
関わることにより、居住者が不利益にならないよう支援する仕組みである。この第三者の
関与を始め、権利擁護の制度を活用することである。施設と居住者との関係性から見て、
苦情解決体制やサービス評価だけでは居住者の権利擁護としては不十分であることが
2004年調査で明らかになった。しかも、重要な権利擁護システムである成年後見制度や
地域福祉権利擁護時事業、運営適正化委員会について知っている居住者は、僅か 1割であっ
た。一つの制度だけではなく、いくつかの制度を組み合わせ活用することが権利擁護にとっ
て大事な点である。
　自己選択、自己決定の尊重に関わる重要な項目の一つとして、2004年調査（調査 3）
で「自分のケアプランに納得しているか」という質問に、約 3割の居住者が「納得して
いない」と答えている。その理由の第 1位が「要望・ニーズがかなえられていない」、第
2位が「自分の思いと違う、意見が通っていない」と答えている。これでは措置時代と同
じ「利用者不在」といわざるを得ない。居住者の権利を考えるとき、居住者自身がサービ
スを選択し、自己決定できているかが問われなければならない。居住者のニーズの把握、
アセスメント、サービスの決定、モニタリングの全ての段階にサービス利用者として、本
人が参加するシステムを作り上げることが居住者自身の権利を守ることにつながることは
言うまでもない。
　1日の過ごし方について 2004年調査を見ると、日中 3割以上の居住者が「テレビ、ラ
ジオ、ビデオ」で過ごしている。夕食後にいたっては「テレビ、ラジオ、ビデオ」が 7割
以上である。この結果に対する考察を担当した居住者は「何をするにも介助者がいなけれ
ば思うようにできない」「職員の数も少なく、個別対応のボランティアもいない現状では
この結果もうなずける」「これでは生活の場どころか、収容所に等しい」「私はこんな生活
を選択した覚えがない」と述べている。施設生活では失敗経験も成功体験の積むこともで
きず、依然として地域社会からの隔離・収容とも言える状態であり、外からの情報も少な
く「テレビ・ラジオ・ビデオ」を見聞きする毎日は、生活に対する意欲、積極性、自立心、
その人らしさを奪っていく。
　居住者が仮に、地域に積極的に出かけていきたいと思っても、立地条件からアクセスが
ない、介助者がいないなどの問題が生じてくる。たとえ、アクセスや介助者が確保された
としても、何のために出かけ、何をするかが明確でないと長続きはしない。
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注
（ 1）　全国療護施設生活調査委員会「人権ガイドラインを展望する全国療護施設生活調
査委員会報告書第 1集」1996．2，ｐ 75-125
（ 2）　第 7回「療護施設と人権」シンポジウム＆交流集会実行委員会「身体障害者療護
施設の生活と環境に関する 2004年調査」2004．9，ｐ 2-88
（ 3）　全国療護施設生活調査委員会「施設生活と環境についてのアンケート」―療護施
設長版―　集計報告書 1993．8，ｐ 1
（ 4）　前掲書（3）ｐ 1
（ 5）　前掲書（3）ｐ 1
（ 6）　全国療護施設生活調査委員会「人権ガイドラインを展望する全国療護施設生活調
査委員会報告書第 2集」1998．9，ｐ 111-135
（ 7）　安積純子，岡原正幸，尾中文哉，立岩真也「生の技法」家と施設を出て暮らす障
害者の社会学　増補改訂版　藤原書店　1995．5，ｐ 104-113
　「収容所に等しい」と言う「生活」が、果たして居住者の権利が守られているといえる
のか、施設固有の問題としてのみ捉えるのではなく、「同じ地域に未権利状態で放置されて
いる人たちがいる」こと自体を、地域全体の問題として捉えることなしに改善は遠いので
はないだろうか。とりわけ、地域で活動する自立生活センターや広範な市民団体との関わ
りは居住者にとって、日々の生活そのものを能動的に変化させるに違いない。
Ⅵ　おわりに
　今回の比較を通して言えることは、服装や髪型など施設の運営や管理に影響が少ないも
のは、居住者の自由が認められ、一見居住者の自己決定が尊重されているように思える。
しかし、居住者本人のケアプランなど本人らしさが発揮されるような事柄や施設の運営や
管理に関わることなどについては施設側の意向が大きく働く。つまり、居住者の自由や自
己決定権は施設や職員の許容範囲内で保障されている自由であり、自己決定にすぎないの
ではないかということである。その意味では 1992年当時も 2004年においても基本的に
変わっていないのではないか、ということである。
　また、1992年当時は居住者のプライバシーの保護、人権尊重、自己決定の大切さが語
られても居住者の権利擁護のための制度はなく、施設長の考え一つで未権利状態に置かれ
ることも珍しくなかった。たとえ施設と職員との間に力関係の差があっても、自らの権利
を主張し、要望を突きつけることによって自らの権利を守ってきた。それは 2004年も同
じことである。その意味でも自治会の果たしてきた意義は大きいといわざるを得ない。
　身体障害者療護施設が「生活」の場に近づくためにはサービスの決定過程における利用
者参加や、権利擁護システム等の積極的活用、自立生活センター等と連携しながら施設の
問題を地域の問題として考えていくことである。
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（ 8）　前掲書（7）
（ 9）　光野有次「生きるための道具づくり」晶文社　1988．9，ｐ 90-94
（10）　権利擁護研究会「ソーシャルワークと権利擁護」中央法規　2001．6，ｐ 74
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